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はじめに 

 

財政状況を的確に把握する方法として、従来からの「単年度の現金の収支を中心と

した決算」に加え、最近では、企業会計（発生主義）手法を取り入れたバランスシー

トや行政コスト計算書を作成する市町村が増えています。吉川市でも、市民の皆さん

によりわかりやすく財務情報をお知らせし､市民と行政との情報の共有化を図るとと

もに、財政の透明性を高めるために、「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調

査研究会報告書」（以下「総務省方式」という）によるバランスシート及び行政コス

ト計算書を平成１４年度決算より作成しています。 

バランスシートは、市の資産と負債の状況を明らかにするのに対して、行政コスト

計算書は、人的サービスや給付サービス及び発生主義に基づく減価償却費など､市民

の皆さんに提供した行政サービス活動のコスト（費用）を明らかにしようとするもの

です。 

また、平成１７年度決算より、市の資産､負債等の全体像を明らかにするため､普通

会計のほかに上・下水道や国民健康保険などの公営事業会計を含めた市全体のバラン

スシートを作成しました。 

総務省方式は、どの自治体においても容易に作成できることを念頭においたもので

あるため、「地方財政状況調査（決算統計 全国の自治体の決算状況を一定の基準で

表した統計）」が基本になっており､内容的に簡略化されているので、包括的で個々が

見えにくい面があります。一方、多くの自治体がこの方式で作成することにより、こ

れらの比較検討が可能となり、市の財政状況の特徴や傾向についてより明確な把握が

できるようになります。 

 

※ 注意 

数字の単位未満は原則として四捨五入したため合計と内訳の計が一致しないこ

ともあります。 



バ ラ ン ス シ ー ト
 

 
バランスシートとは？ 
「バランスシート」とは、企業会計でいう「貸借対照表」のことで、ある

一定時点において、市にどれくらいの資産や負債があるか、その差し引きで

ある正味資産はいくらなのかを明らかにしたもので、財務の運用状況が一目

でわかる一覧表のことです。 

す。 

表の左側（借方）は「資産の部」で、どのような資産を市が保有している

かを示しています。また、右側（貸方）は「負債の部」、「正味資産の部」で、

市が資金をどのように集めたかを示しています。左側で何らかの形で運用さ

れた資金は、右側で調達されていますので、「資産＝負債＋正味資産」という

式が成り立ちます。つまり、左側と右側が一致するので、バランスシートと

呼ばれていま

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．作成の基本的な基準 

 
（１）対象とする会計 
普通会計を対象としています。 
・一般会計 
・
 
老人保健特別会計（老人医療適正化対策関係経費のみ） 

（２）作成の基準日 
平成１９年３月３１日（平成１８年度末）を作成基準日とし、出納整理期間（平

成１９年４月１日～平成１９年５月３１日）の収支については、作成基準日まで

終了したものとして処理しています。 に
 
（３）基礎数値 
昭和４４年度以降の決算統計データを基礎数値として用いています。 

 
（４）その他 
①財産区分の変更により「市民交流センター」を総務費から教育費に変更して

計上しています。 
②県から移管（平成９年度）された「地区センター」を市の資産として計上し

ています。 
③昭和４４年以前に取得したもので、残存価格がある現在の市役所庁舎を計上

しています。 
④退職手当引当金の算定方法について､平成１７年度より推計方式から個別積

上げ方式に変更しています。 



２．財務諸表の概要 
（１）バランスシート 
（２）附属資料 
①有形固定資産明細表 
②土地明細表 
③普通建設事業費に係る補助金、負担金等の状況 
④経年比較表（市のバランスシート、市民１人当たりのバランスシート） 

 
３．バランスシートの説明 
（１）資産の部 
資産科目は、有形固定資産、投資等及び流動資産に分類しています。 
①有形固定資産 
・有形固定資産の評価は、時価ではなく取得価格とし、決算統計データの普通建

設事業費を有形固定資産として計上しています。 
・国や県等の他団体に支出した補助金、負担金等により形成された当該団体等の

有形固定資産は、本表には含まれていません。（普通建設事業費に係る補助金・

負担金等の状況表として附属資料に整理しています。） 
・資産形成分野を明らかにするため、総務費・民生費等の行政目的別に区分して

表示しています。 
・土地を除く有形固定資産については、総務省の報告書により示された耐用年数

に基づき、定額法により減価償却を行っています。 
  総務省方式による耐用年数表 

区  分 耐用年数 区  分 耐用年数 
１．総務費  ７．土木費  
（１）庁舎等 ５０ （１）道路 １５ 
（２）その他 ２５ （２）橋りょう ６０ 
２．民生費  （３）河川 ５０ 
（１）保育所 ３０ （４）砂防 ５０ 
（２）その他 ２５ （５）海岸保全 ５０ 
３．衛生費 ２５ （６）港湾 ５０ 
４．労働費 ２５ （７）都市計画  
５．農林水産業費    ア．街路 １５ 
（１）造林 ２５   イ．都市下水路 ２０ 
（２）林道 １５   ウ．区画整理 ４０ 
（３）治山 ３０   エ．公園 ４０ 
（４）砂防 ５０   オ．その他 ２５ 
（５）漁港 ５０ （８）住宅 ４０ 
（６）農業農村整備 ２０ （９）空港 ２５ 
（７）海岸保全 ５０ （10）その他 ２５ 
（２）その他 ２５ ８．消防費  
６ 商工費 ２５ （１）庁舎 ５０ 

（２）その他 １０ 
９．教育費 ５０ 

 

10．その他 ２５ 
 



②投資等 
・「投資及び出資金」は、出資及び取得した価格で計上しています。 
・「貸付金」には、作成基準日における貸付残高を計上しています。 
・「基金」のうち流動性の高いものについては、流動資産に計上することとし、

それ以外の基金残高について計上しています。 
・「退職手当組合積立金」は、退職手当組合が保有する退職手当基金の吉川市の

持分を計上しています。 
③流動資産 
・流動性の高い「財政調整基金」、歳入総額から歳出総額を差し引いた「歳計現

金」及び会計年度内に入金されていない「市税及び負担金等の未収金」を計上

しています。 
 
（２）負債の部 
負債科目は、固定負債と流動負債に分類しています。 
①固定負債 
・地方債には、作成基準日における地方債残高から流動負債に相当する地方債翌

年償還予定額を控除した額を計上しています。 
・債務負担行為には、すでに物件の引き渡しを受け、債務負担行為による債務が

残っているものを計上しています。 
・退職給与引当金には、年度末に職員全員が普通退職したと仮定した場合に支払

われる退職手当の総額を計上しています。 
②流動負債 
・地方債翌年度償還予定額には、地方債の発行残高のうち翌年度に予定されてい

る元金償還額を計上しています。 
・翌年度繰上充用金は、当該年度の歳入で歳出が賄いきれない場合、翌年度の歳

入を繰り上げてその不足分に充てた場合の額を計上しています。 
 
（３）正味資産の部 
①国庫支出金 
・市が現在所有している資産のうち、国から受けた補助金等（有形固定資産の形

成に充てられた補助金等も同様に減価償却しています）を計上しています。 
②県支出金 
・市が現在所有している資産のうち、県から受けた補助金等（有形固定資産の形

成に充てられた補助金等も同様に減価償却しています）を計上しています。 
③一般財源等 
・正味資産のうち、国庫支出金と県支出金を差し引いた額で、資産形成に充てら

れた市税や地方交付税等です。 
 



４．バランスシートの分析 
（１）概要 
平成１８年度（平成１９年３月３１日現在）の総資産は、約５６０億円となっ

ています。また、負債は約１６６億円、その差である正味資産は約３９４億円と

なっています。 
資産は、市民の財産としてさまざまな行政サービスを提供するための資産であ

り、基本的には処分できないものです。内訳は、有形固定資産（建物や土地等）

が約５２２億円で、資産全体の約９３．２％を占め、残りが投資及び出資金、基

金、未収金等で約３８億円となっています。 
負債は、資産形成の財源として調達された資金（地方債など）のうち、市民の

負担として将来にわたって返済しなければならないものです。内訳は、固定負債

の「地方債」に流動負債の「翌年度償還予定額」を加えた地方債残高（平成１８

年度末）が約１２３億円で、負債全体の約７４．３％を占めています。その他、

退職給与引当金が約３９億円、約２３．８％となっています。 
正味資産は、資産から負債を差し引いたもので、資産形成の財源として調達し

た資金のうち将来返済を要しない資産を表しています。内訳は、市税等の一般財

源等が約２９５億円で、正味資産の約７４．９％を占めています。その他、国・

県支出金が約９９億円、約２５．１％となっています。 
 
（２）経年比較貸借対照表 
平成１４年度から平成１８年度までの期間について、資産については、有形固

定資産は増加傾向にあるものの、投資等は基金の減により減少傾向が顕著になっ

ております。負債については、平成１４年度以降は増加傾向に転じておりますが、

これは退職給与引当金の大幅な増加によるものです。正味資産については、国庫

支出金は増加傾向ですが一般財源等は平成１４年度以降減少傾向です。 
平成１７年度と平成１８年度を比較してみますと、有形固定資産が約１億７千

万円増加しており、投資等についても約３千万円増加しています。資産合計とし

ましては約３億３千万円の増となっています。また、地方債は約１億７千万円減

少していますが、退職給与引当金の増加により負債合計が約 1億７千万円増加し
ています。この結果、正味資産が約１億６千万円増加しています。 

（単位：千円） 
項  目 １８年度 １７年度 １６年度 １５年度 １４年度 
１．有形固定資産 52,198,515 52,024,852 52,164,377 51,879,394 51,670,693 
２．投資等 1,591,660 1,565,258 2,034,863 1,988,273 2,284,524 
３．流動資産 2,217,162 2,086,553 1,620,697 1,935,982 2,317,950 

資産の部 

資産合計 56,007,337 55,676,663 55,819,937 55,803,649 56,273,167 
１．固定負債 15,022,110 14,894,110 15,079,441 14,685,819 14,465,376 
２．流動負債 1,577,248 1,538,143 1,546,048 1,685,102 1,688,489 

負債の部 

負債合計 16,599,358 16,432,253 16,625,489 16,370,921 16,153,865 
１．国庫支出金 8,169,542 7,826,449 7,688,589 7,344,958 7,024,717 
２．県支出金 1,706,071 1,788,630 1,842,993 1,926,445 1,995,089 
３．一般財源等 29,532,366 29,629,331 29,662,866 30,161,325 31,099,496 

正味資産 

正味資産合計 39,407,979 39,244,410 39,194,448 39,432,728 40,119,302 



（３）社会資本形成の世代間負担比率 
社会資本の整備結果を示す有形固定資産に対する正味資産の割合に着目すれ

ば、これまでの世代によって既に負担された分の割合を、また、負債の割合に着

目すれば将来返済しなければならない分の割合を見ることができます。 
将来世代への負担を考えた場合、これまでの世代の負担比率が高い数字である

ほうが財務の安全性が高いという観点からは望まれます。反面、有形固定資産は、

長期にわたって住民に利用されるものですから、負担の公平という観点からは、

必ずしもこれまでの世代による負担割合が高い方が良いとはいいきれません。 
吉川市の場合、平成１８年度においては有形固定資産のうち、約８６％がこれ

までの世代の負担で整備されてきました。また、将来負担率も年々減少の傾向を

示しています。 
（単位：千円） 

項   目 １８年度 １７年度 １６年度 １５年度 １４年度 

Ａ 有形固定資産 52,198,515 52,024,852 52,164,377 51,879,394 51,670,693 

Ｂ 固定負債（a+b+c-d-e） 7,145,761 7,848,048 9,064,614 10,417,899 11,376,136 

 ａ 地方債 10,753,138 10,921,748 11,655,019 11,993,667 11,730,969 

 ｂ 債務負担行為 319,121 350,231 177,876 205,067 232,814 

 ｃ 翌年度償還予定額 1,577,248 1,538,143 1,546,048 1,685,102 1,688,489 

 ｄ 減税補てん債 1,457,119 1,479,052 1,470,729 1,480,137 1,479,836 

 ｅ 臨時財政対策債 4,046,627 3,483,022 2,843,600 1,985,800 796,300 

将来負担比率（Ｂ／Ａ） 13.7％ 15.1％ 17.4% 20.1% 22.0% 

※減税補てん債・臨時財政対策債については、その性質上社会資本を形成するための経費に直接充当し

ているとは考えにくいため、地方債から除いた額をこの場合の固定負債（将来負担）としました。 

 
（４）予算額対資産比率 
資産合計は社会資本形成の総額を表すことから、歳入合計によって除すること

により、社会資本形成のために何年分の歳入が充当されたかを見ることができま

す。この比率により、これまでの団体が資本的支出に重点を置いていたのか、費

用的支出に重点を置いていたのかが示されることとなります。 
また、資産合計を正味資産合計と置き換えることによって、「予算額対正味資

産比率」を算出することができます。 
（単位：千円） 

項   目 １８年度 １７年度 １６年度 １５年度 １４年度 

Ａ 歳入合計 17,381,049 16,254,989 16,703,222 17,106,503 17,690,211 

Ｂ 資産合計 56,007,337 55,676,663 55,819,937 55,803,649 56,273,167 

Ｃ 正味資産 39,407,979 39,244,410 39,194,448 39,432,728 40,119,302 

対資産合計比率（Ｂ／Ａ） 3.22年 3.43年 3.34年 3.26年 3.18年 

対正味資産比率（Ｃ／Ａ） 2.27年 2.41年 2.35年 2.31年 2.27年 

 



（５）有形固定資産の行政目的別割合 
有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの資産形成の

比重を把握することができます。また、このデータを団体間で比較することによ

り団体ごとの資産形成の特徴を理解することができます。 
有形固定資産、約５２２億円のうち、教育費が約２２７億円（約４４％）、土

木費が約１８４億円（約３５％）と大きな割合を占めています。これは、道路や

公園の整備、小中学校の校舎や体育館・市民交流センターなどの施設整備に要す

る事業費が多かったためです。 
なお、この指標は社会資本の形成割合を示すものであり、この割合が低いから

といって、その行政サービスが少ないということにはなりません。福祉関係の行

政サービスは、その年度において消費されてしまう性格をもつため、社会資本形

成とは結びつかないことがあります。 
 

 

H18 年度 (千円) 

教育費 22,706,241 

土木費 18,353,064 

衛生費 4,004,778 

総務費 4,010,793 

農林水産業費 1,499,354 

民生費 1,499,595 

消防費 61,525 

労働費 43,256 

商工費 19,909 

合計 52,198,515 

総務費

7.7%

民生費

2.9%

消防費

0.1%

労働費

0.1%
商工費

0.0%
農林水産業費

2.9%

教育費

43.5%

土木費

35.2%

衛生費

7.7%



（６）有形固定資産の行政目的別経年比較 
行政目的別の有形固定資産を経年比較することにより、行政分野ごとに社会資

本がどのように形成されてきたかがわかります。平成１４年度と平成１８年度を

比較してみると、資産額全体では約５億３千万円の増加となっています。その中

でも、土木費が約１８億１千万円増加しています。この５年間の事業費が主に道

路や公園の整備など都市基盤整備事業に使われたことによるものです。 
 
 
                                        （単位：億円） 
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                                   （単位：千円） 

 １８年度 １７年度 １６年度 １５年度 １４年度 

教 育 費 22,706,241 22,567,424 22,964,950 23,244,891 22,968,831 

土 木 費 18,353,064 18,101,054 17,616,884 16,773,695 16,540,500 

衛 生 費 4,004,778 4,172,065 4,335,379 4,506,458 4,679,790 

総 務 費 4,010,793 4,033,924 4,036,850 4,050,163 4,066,103 

農林水産業費 1,499,354 1,524,713 1,538,623 1,561,939 1,645,392 

民 生 費 1,499,595 1,478,116 1,505,074 1,550,448 1,590,875 

消 防 費 61,525 78,674 92,018 111,484 93,169 

そ の 他 63,165 68,882 74,599 80,316 86,033 

合 計 52,198,515 52,024,852 52,164,377 51,879,394 51,670,693 

 



（７）正味資産構成比率 
企業会計における自己資本比率に相当するもので、総資本に占める正味資産の

割合を示します。この指標が高いほど、将来返済を負わない資金で固定資産が整

備されたことを表しています。ただし、企業会計上の自己資本は「社外からの資

本及び獲得した利益の内部留保の額」であるのに対し、地方公共団体のバランス

シートの正味資産は「これまでの世代の社会資本形成の負担額」であり、それぞ

れの指標が示す意味合いは相違しています。 
吉川市の場合、平成１４年度以降減少傾向にあります。 

（単位：千円） 

項   目 １８年度 １７年度 １６年度 １５年度 １４年度 

Ａ 正味資産合計 39,407,979 39,244,410 39,194,448 39,432,728 40,119,302 

Ｂ 負債・正味資産合計 56,007,337 55,676,663 55,819,937 55,803,649 56,273,167 

正味資産構成比率（A／B） 70.4％ 70.5％ 70.2％ 70.7％ 71.3％ 

 
 
（８）流動比率 
企業会計における資金繰りの安定性を示すもので、短期の負債（流動負債）に

対して、現金などの手元の資金（流動資産）がどれくらいあるかを見る指標です。

自治体の場合は、翌年度の地方債の償還や債務負担行為の支払いに対し、どれく

らいの現金や換金可能な基金等が用意されているかということです。 
吉川市の場合、平成１４年度以降この比率は低下が続きましたが、平成１７年

度から上昇傾向にあります。 
（単位：千円） 

項   目 １８年度 １７年度 １６年度 １５年度 １４年度 

Ａ 流動資産合計 2,217,162 2,086,553 1,620,697 1,935,982 2,317,950 

Ｂ 流動負債合計 1,577,248 1,538,143 1,546,048 1,685,102 1,688,489 

流動比率（A／B） 140.6％ 135.7％ 104.8％ 114.9％ 137.3％ 

 
 



 

行政コスト計算書

 
行政コスト計算書とは？ 
「行政コスト計算書」とは、企業会計でいう「損益計算書」に相当するも

ので、市が一年間に提供した行政サービスに要したコストと、税金や手数料

などの収入を明らかにした計算書のことです。 

。 

 

市の場合に「損益計算書」と呼ばない理由は、民間企業と異なり、利益を

目的としていないため、利益の計算を主目的とする損益計算書という名称は

なじまないと考えられるからです

コスト項目の分類としては、行政の分野ごとにその性質別の内訳を示して

います。具体的には、性質別経費として「人にかかるコスト」「物にかかるコ

スト」「移転支出的なコスト」「その他のコスト」の４つに分類しています。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．作成の基本的な基準 

 
（１）対象とする会計 
バランスシートと同様に普通会計を対象としています。 
 
（２）計上するコストの範囲 
当該年度において、市民に提供した行政サービスに要した費用のうち、資産形

成につながる支出を除いた現金支出に減価償却費、不納欠損額、退職給与引当金

といった非現金支出を加えたものを計上しています。 
 
（３）行政コストの分類 
人件費、物件費、扶助費などの性質別経費を「人にかかるコスト」「物にかか

るコスト」「移転支出的なコスト」「その他のコスト」に分類し、さらに、教育費、

民生費、土木費などの目的別経費と合わせたマトリックス方式で表しています。 



２．行政コスト計算書の説明 
（１）人にかかるコスト 
①人件費 
・決算統計の人件費から退職手当組合負担金を控除した額を計上しています。 
②退職給与引当金繰入等 
・退職給与引当金の今年度増加分等を計上しています。 

 
（２）物にかかるコスト 
①物件費 
・備品購入、印刷製本費、光熱水費、業務委託等に要する経費を計上しています。 
②維持補修費 
・学校、道路などの公共施設を維持するために要する経費を計上しています。 
③減価償却費 
・有形固定資産のうち土地以外のものについては、年の経過によりその資産価値

が減少しますので、その年に減少したと認められる額を計上しています。 
 
（３）移転支出的なコスト 
①扶助費 
・生活保護費や医療費、各種手当の支給に要する経費等を計上しています。 
②補助費等 
・市民や団体等に対する補助金・負担金等を計上しています。 
③繰出金 
・国民健康保険特別会計や介護保険特別会計等に対する繰出金を計上しています。 
④普通建設事業費（他団体等への補助金等） 
・国・県または民間団体等が行う施設の建設・改良事業に対する補助金・負担金

を計上しています。 
 
（４）その他にかかるコスト 
①災害復旧事業費 
・災害によって被害を受けた施設等を復旧するための費用を計上しています。 
②失業対策事業費 
・主に失業対策としての道路整備等の費用を計上しています。 
③公債費（利子分のみ） 
・地方債及び一時借入金の支払利息を計上しています。 
④債務負担行為繰入 
・市が債務を肩代わりして支払うことが決まったときに、その額を計上します。 
③不納欠損額 
・未収金のうち、徴収できないものとして処理を行った税金、使用料等を計上し

ています 



（５）収入項目 
①使用料・手数料等 
・使用料・手数料、寄附金、諸収入等の現年調定額を計上しています。 
②国庫（県）支出金 
・国・県からの補助金、負担金のうち資産形成にかかるものを除いた現年調定額

を計上しています。 
③一般財源 
・市税、地方消費税交付金、地方交付税等の現年調定額を計上しています。 
④正味資産国庫（県）支出金償却額 
・資産形成に充てた国・県支出金を当年度の減価償却額に併せて償却した額を計

上しています。 
 
３．行政コスト計算書の分析 
（１）概要 
平成１８年度における行政コストの総額は約１４５億円です。性質別経費では、

扶助費や補助費等の「移転支出的なコスト」が約６７億円で、４６．３％を占め

ていて、人件費等の「人にかかるコスト」が約３５億円（２４．４％）、物件費

等の「物にかかるコスト」が約３９億円（２７．３％）となっています。 
目的別経費では、民生費が約４６億円（３１．６％）、土木費が約２５億円（１

７．６％）、教育費が約２４億円（１６．４％）、総務費が約１５億円（１０．４％）

となっています。 
 

行政コスト
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扶助費

13.9%
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（２）行政コストの経年比較 
平成１６年度と平成１８年度を比較してみると、性質別コストでは「移転支出

的なコスト」が約６億５千万円増加しています。これは、特別会計への繰出金が

増加したためです。 
目的別コストでは民生費が約２億８千万円増加しています。これは、国民健康

保険特別会計や介護保険特別会計への繰出金の増加によるものです。 
性質別コスト                                （単位：千円） 
項  目 平成１８年度 平成１７年度 平成１６年度 

移転支出的なコスト 6,698,787 5,838,676 6,048,959 
人にかかるコスト 3,528,195 4,192,566 4,477,469 
物にかかるコスト 3,949,596 3,804,009 3,945,083 
そ の 他 の コ ス ト 289,977 337,087 383,584 
合 計 14,466,555 14,172,338 14,855,095 

目的別コスト                                （単位：千円） 
項  目 平成１８年度 平成１７年度 平成１６年度 
民 生 費 4,572,730 4,445,945 4,293,618 
教 育 費 2,369,896 2,469,449 2,647,524 
総 務 費 1,508,176 1,862,227 1,739,465 
土 木 費 2,548,148 1,859,300 2,431,788 
衛 生 費 1,459,384 1,566,080 1,583,895 
消 防 費 1,034,274 1,021,993 1,046,416 
そ の 他 973,947 947,344 1,112,390 
合 計 14,466,555 14,172,338 １4,855,095 

 
（３）行政コスト対有形固定資産比率 
資産と一体となったサービスを提供する行政分野における性質別の行政コス

トの「人にかかるコスト」や「物にかかるコスト」の有形固定資産に対する比率

を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコストがかけられているか把握

ができ、ハード・ソフト両面にわたるバランスのとれた財源配分を検討するため

の参考となります。 
有形固定資産に対する「人にかかるコスト」の割合については、民生費が４４．

４％と高い割合を示しており、民生費は労働集約型の行政サービスであることを

顕著にあらわしています。一方、土木費は２．１％と低い割合となっています。

これは、土木費に関する有形固定資産には道路橋りょう、街路、都市公園など多

くのものが存在するのに対し、その規模のわりにはそれほど労働力を必要としな

い行政サービスであることをあらわしています。 



 
                                   （単位：千円） 

比 率  人にかかるコスト

（Ａ） 

物にかかるコスト

（Ｂ） 

有形固定資産の額

（Ｃ） Ａ／Ｃ Ｂ／Ｃ 

総 務 費 992,954 404,047 4,010,793 24.8％ 10.1％ 

民 生 費 665,983 192,900 1,499,595 44.4％ 12.9％ 

衛 生 費 270,801 594,543 4,004,778 6.8％ 14.8％ 

農林水産業費 107,193 201,814 1,499,354 7.1％ 13.5％ 

土 木 費 385,771 1,081,416 18,353,064 2.1％ 5.9％ 

教 育 費 805,651 1,413,681 22,706,241 3.5％ 6.2％ 

そ の 他 299,842 61,195 124,690 240.5％ 49.1％ 

合 計 3,528,195 3,949,596 52,198,515 6.8％ 7.6％ 

 
 
（４）収入項目対行政コスト比率 
項目ごとの比率をみることにより、その分野の行政コストがその分野の受益者

からの使用料・手数料等でどれほど賄われているか、外部からの補助負担金等で

どれだけ賄われているか、また市税等の一般財源がどれだけ投入されているか把

握することができます。 
民生費では約４６億円のコストがかかっていますが、そのうち使用料・手数料

等で約５億円、国庫（県）支出金で約１２億円を賄っているので、実際に市の負

担となる、一般財源の負担額は約２９億円、一般財源の負担率が６２．８％とな

っています。 
 
                                   （単位：千円） 

比 率  行政コスト 

   (Ａ) 

使用料・手数 

料等  (Ｂ) 

国庫（県）支 

出金  (Ｃ) 

一般財源 

    (D) B／A C／A D／A 

総 務 費 1,508,176 148,548 107,762 1,251,866 9.8％ 7.1％ 83.0％ 

民 生 費 4,572,730 500,614 1,200,529 2,871,587 10.9％ 26.3％ 62.8％ 

衛 生 費 1,459,384 149,949 20,425 1,289,010 10.3％ 10.3％ 88.3％ 

土 木 費 2,548,148 620,136 191,821 1,736,191 24.3％ 7.5％ 68.1％ 

消 防 費 1,034,274 10,634  1,023,640 1.0％ 0.0％ 99.0％ 

教 育 費 2,369,896 339,694 23,352 2,006,850 14.3％ 1.0％ 84.7％ 

そ の 他 973,947 5,855 29,123 938,969 1.0％ 3.0％ 96.4％ 

合 計 14,466,555 1,775,430 1,573,012 11,118,113 12.3％ 10.9％ 76.9％ 

 



 

市全体のバランスシート 

 
市全体のバランスシートとは？ 
市では普通会計のほかに、水道、下水道、国民健康保険、介護保険などの

公営事業も行っています。近年では､決算額も普通会計の 6割ほどとなり、市
全体の活動状況を見るためには、普通会計と同様に公営事業会計においても

財務諸表を作成する必要があります。 
そこで、市の資産､負債などのストック状況の全体像を一覧性のある形で示

し､市全体の資金の源泉とその使途を明らかにするため､総務省方式により市

全体のバランスシートを作成しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．作成の基本的な基準 

 
（１）対象とする会計 
普通会計及び公営事業会計とします。 
普 通 会 計‥‥一般会計､老人保健特別会計（老人医療適正化対策関係経費

のみ） 
公営事業会計‥‥水道事業会計､国民健康保険特別会計､下水道事業特別会計、

老人保健特別会計（老人医療適正化対策関係経費を除く）、

農業集落排水事業特別会計、介護保険特別会計 
 
（２）普通会計と公営企業会計(法適用)の調整 
①普通会計のバランスシートに計上されていない項目 
・ 無形固定資産､貯蔵品､前払金､未払金､預り金などについては､「その他」項目

を設けて一括計上しています。 
②会計処理手法の異なる項目 
・ 繰延勘定については､資産の部に項目を設けて計上しています。 
・ 債務負担行為については､公営企業会計においても普通会計のバランスシー

トと同様に整理しました。 
・ 借入資本金については､負債として地方債に計上しています。 
・ 退職手当引当金については､普通会計と同様の基準により計上しています。 
・ 公営企業会計の資本は資本金と剰余金に区分され､普通会計の正味資産は国

庫支出金､都道府県支出金及び一般財源等に区分されていますが､いずれも正

味資産の科目で一括計上しています。 



・ 出納整理期間内に各会計間で入出金がある場合には､作成基準日までに入出

金があったものとして必要な調整を行っています。 
 
２．市全体のバランスシートの分析 
（１）普通会計と全体のバランスシートの数値比較 
市全体のバランスシートの数値が普通会計の何倍かを示す「ｂ/ａ」の比率につ
いては､資産合計が１．６８倍､負債合計が１．６６倍､正味資産合計が１．６８

倍とほぼ同水準となっています。これは､普通会計のストック状況と市全体のス

トック状況の構成比がほぼ同じであることを示します。 
世代間負担比率については､普通会計の７５．５％に対し、市全体では７８．

２％となり２．７ポイント増加しています。これは､水道事業の資産に占める流

動資産のうち現金・預金の割合が高いためと、国民健康保険特別会計の資産に占

める流動資産のうち未収金の割合が高いためです。 
(単位：千円)

普通会計　ａ 構成比 全体(調整後)　ｂ 構成比 ｂ/ａ

１．有形固定資産　Ａ 52,198,515 93.2% 84,865,394 90.3% 1.63倍
２．投資等 1,591,660 2.8% 2,806,137 3.0% 1.76倍
３．流動資産 2,217,162 4.0% 6,331,390 6.7% 2.86倍
４．繰延資産 － － － － －
資産合計　Ｂ 56,007,337 100.0% 94,002,921 100.0% 1.68倍

１．固定負債 15,022,110 26.8% 25,349,441 27.0% 1.69倍
２．流動負債 1,577,248 2.8% 2,265,291 2.4% 1.44倍
負債合計 16,599,358 29.6% 27,614,732 29.4% 1.66倍

正味資産合計　Ｃ 39,407,979 70.4% 66,388,189 70.6% 1.68倍

世代間負担比率　Ｃ/Ａ 75.5% 78.2%
正味資産比率　Ｃ/Ｂ 70.4% 70.6%

 
 
（２）各会計別世代間負担比率 
会計別の世代間負担比率をみますと、水道事業と農業集落排水事業は普通会計

よりも比率が高くなっており､今までの世代の負担により多く有形固定資産が整

備されてきたことが分かります。一方で､下水道事業については将来世代に普通

会計よりも多く負担を残していることが分かります。 
(単位：千円)

普通会計 水道 下水道 農業集落排水 全体(調整後)
有形固定資産　Ａ 52,198,515 13,415,361 18,195,557 1,055,961 84,865,394
負債合計 16,599,358 3,911,166 6,732,048 264,041 27,614,732
正味資産合計　Ｂ 39,407,979 11,529,140 12,795,912 798,606 66,388,189
世代間負担比率　Ｂ/Ａ 75.5% 85.9% 70.3% 75.6% 78.2%



 
おわりに 
 
バランスシートにより、吉川市が行政サービスのための提供可能な資産をどれくら

い保有しているか、その見返りとして将来世代の負担となる地方債債務などをどれく

らい負っているのか、また、今までの行政活動の中で使われた返済義務を負わない資

産がどれくらいあるのかなどを把握することができます。また、行政コスト計算書で

は、行政サービスを受ける便益と費用とを対比することができます。 

平成１８年度決算につきましては、普通会計だけでは、市全体の事業活動が把握で

きないことから、特別会計などを含めた「市全体のバランスシート」を作成し、市全

体のストック状況を明らかにすることができました。 

また、平成１８年５月には総務省より「新地方公会計制度研究会報告書」の取りま

とめが行われ、地方公共団体には新たな手法による財務諸表の作成が求められていま

す。吉川市におきましても、総務省方式による財務諸表には限界があることから、よ

り精度の高い財務諸表の作成に向けて引き続き研究・検討を重ね、吉川市の財政状況

をいろいろな角度から分析し、今後の財政運営や政策形成を行う上で、財務諸表を有

効な判断材料として活用していくとともに、市民の皆さんにわかりやすく市の財政状

況をお伝えできるよう取り組んでまいります。 

 


